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地域おこし協力隊の現状と課題

～H30年度 JOIN地域おこし協力隊アンケート集計結果の概要～

一般社団法人 移住・交流推進機構（JOIN）

調査１ 地域おこし協力隊アンケート
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H30年度地域おこし協力隊アンケート調査の実施概要

⚫対象：全国の地域おこし協力隊員

⚫方法： インターネットWEBアンケート

※総務省から都道府県→市町村経由で隊員にアンケートＷＥＢサイトのＵＲＬを通知

⚫調査時期：平成31年1月8日~1月31日

⚫回収数：2,085名
＜参考＞平成24年度調査 回収数： 278名

平成25年度調査 回収数： 412名

平成26年度調査 回収数： 600名

平成27年度調査 回収数： 919名

平成28年度調査 回収数：1,380名

平成29年度調査 回収数：1,811名

⚫調査項目

➢基本属性

• 性別、年齢、現在の任地、前住所、委嘱時期 等

➢応募の理由、情報入手手段

➢活動状況（活動内容、活動費、兼業・副業 等）

➢活動の評価（期待度、満足度）

➢任期終了後の意向 等
※隊員数は総務省（各年度特交ベース）による

○隊員数・回答数の推移
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１．回答者の属性① （性別、年齢）

○性別 ○年齢

＜回答者平均年齢＞

・男女比は昨年度と同様6:4である一方、全体に占
める20代の割合が低下し、平均年齢は、前回調査
と比較して1.1歳上昇し、35.8歳となっている。

回答者平均年齢（H30） 35.8歳

H29調査 34.7歳

H28調査 34.7歳

H27調査 33.7歳

H26調査 33.2歳

63%

66%

62%

61%

60%

61%

60%

37%

34%

38%

39%

40%

39%

40%

H24調査（N=278）

H25調査（N=407）

H26調査（N=592）

H27調査（N=899）

H28調査（N=1359）

H29調査（N=1787）

H30調査（N=2085）

0% 50% 100%

男性 女性

9%

20%

21%

19%

14%

8%

4%

3%

1%

1%

0%

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳～

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

H30調査（N=2084）

H29調査（N=1796）

H28調査（N=1371）

H27調査（N=900）

H26調査（N=591）

H25調査（N=406）

H24調査（N=276）

単回答

単回答
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１．回答者の属性② （任地、着任時期）

○任地（居住地：地域ブロック別）

○着任時期

○任地と出身地との関係（都道府県単位）

1%

17%

7%

25%

10%

32%

7%

平成27年度 下半期

平成28年度 上半期

平成28年度 下半期

平成29年度 上半期

平成29年度 下半期

平成30年度 上半期

平成30年度 10～12月まで

0% 20% 40%

12%

13%

8%

23%

7%

11%

9%

14%

2%

北海道

東北

関東

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

0% 10% 20% 30%

H30調査（N=2085）

H29調査（N=1809）

H28調査（N=1378）

H27調査（N=910）

H26調査（N=575）

H25調査（N=398）

H24調査（N=270）

単回答

単回答

単回答

任地と出

身地が同

じ

29%

任地と出

身地が異

なる

71%
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52%

61%

19%

14%

51%

36%

13%

41%

24%

34%

26%

5%

9%

1.地域の活性化の役に立ちたかったから

2.自分の能力や経験を活かせると思ったから

3.地域資源を活かして起業したかったから（農林水産業以外）

4.農林水産業に従事したかったから

5.活動内容がおもしろそうだったから

6.現在の任地での定住を考えており、活動を通じて、定住のための準備ができると思ったから

7.地元（同一県内を含む）で働きたかったから

8.田舎暮らしや地方での暮らしにあこがれがあったから

9.現在の任地へ誘ってくれる仲間や組織などがいたから

10.現在の任地への何らかの繋がりがあったから

11.都会の生活に疲れたから、都会の生活はもういいかなと思ったから

12.他の就職先が見つからなかったから

13.その他

0% 20% 40% 60% 80%＜理由の経年比較＞

H30調査（N=2085）

H29調査（N=1800）

H28調査（N=1364）

H27調査（N=861）

H26調査（N=589）

H25調査（N=410）

H24調査（N=275）

２．地域おこし協力隊に応募した理由

•「自分の能力や経験を活かせる」「地域の活性化の役に立ちたい」「活動内容がおもしろそう」といった理由
の回答割合が高い。
•近年は「定住のための準備」「誘ってくれる仲間がいた」といった理由の割合が上昇してきている。

複数回答
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30%

50%

33%

9%

2%

15%

2%

2%

4%

9%

1. 家族、親戚、友人、知人など（※）

2. 自治体のホームページ（※）

3. 移住・交流推進機構（JOIN）のホームページ（※）

4. 民間の求人情報誌・求人情報サイト

5. ハローワークの求人情報

6. 移住・地域おこし協力隊に関するフェア・イベント

7. 起業や就職・転職に関するフェア・イベント

8. ポスター・チラシ

9. 自治体の移住セミナー、体験プログラム

10. その他

0% 20% 40% 60%

H30調査（N=2085）

H29調査（N=1784）

H28調査（N=1361）

H27調査（N=899）

３．現在活動している地域の募集情報や地域情報などの入手手段

※ブログ、SNS（FACEBOOK、LINE等）も含む

•地域の情報入手手段は、自治体やJOINのHP等の割合が高い。
•「家族、親戚、友人、知人などから」「フェア・イベント」の割合が上昇してきており、情報入手手段は多様化し
てきている。

複数回答
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４．地域おこし協力隊としての活動状況①【現在取り組んでいる活動】

○現在取り組んでいる活動、最も多くの時間を割いている活動

•取り組んでいる活動としては、「地域コミュニティ活動」が58％で最も多く、次いで「イベント」 「情報発信・PR」の
順となっている。
•「農畜産業、林業、漁業」は、取り組んでいる活動としての割合は低いが、最も多くの時間を割いている活動とし
ての割合は高く、専業・主業として取り組む隊員が多いことがうかがえる。

58%

8%

21%

23%

17%

5%

14%

25%

33%

28%

14%

31%

23%

19%

46%

20%

14%

2%

5%

50%

9%

1%

6%

5%

3%

0%

3%

4%

7%

5%

4%

8%

4%

1%

10%

12%

2%

0%

1%
7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. 地域コミュニティ活動（地域行事、集落活動支援、住民活動支援等）

2. 高齢者の生活支援、見守りなどに関する活動

3. 教育・学習支援に関する活動

4. 文化・スポーツ振興に関する活動

5. 空家・空店舗対策、不動産活用に関する活動

6. 地域の防犯、防災、安全確保に関する活動

7. 環境保全、自然保護、鳥獣対策に関する活動（駆除、保護等）

8. 都市部等からの移住・交流促進に関する活動

9. 観光資源の企画・開発などに関する活動

10. 観光サービスに関する活動（観光案内、ガイド、相談等）

11. 観光・宿泊施設の運営に関する活動（運営・接客等）

12. 地域産品の生産・加工・開発などに関する活動

13. 地域産品の流通・販売・マーケティングなどに関する活動

14. 地域資源や地域づくりに関する調査・研究などの活動

15. 地域や地域産品の情報発信・ＰＲに関する活動

16. 農畜産業、林業、漁業への従事

17. 地域の伝統産業、技術伝承に関する活動

18. 医療、保健などに関する活動

19. 行政事務、財務・マネジメントなどに関する活動

20. イベントの企画・運営、集客などに関する活動

取り組んでいる活動（MA）

最も多くの時間を割いている活動（SA）

複数回答

単回答
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４．地域おこし協力隊としての活動状況②【取り組んでいる活動】

○取り組んでいる活動の経年変化

•昨年度と比較すると、「20.イベントの企画・運営、集客などに関する活動」の割合が上昇しているなど、多くの活
動で割合が上昇している。

58%

8%

21%

23%

17%

5%

14%

25%

33%

28%

14%

31%

23%

19%

46%

20%

14%

2%

5%

50%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. 地域コミュニティ活動（地域行事、集落活動支援、住民活動支援等）

2. 高齢者の生活支援、見守りなどに関する活動

3. 教育・学習支援に関する活動

4. 文化・スポーツ振興に関する活動

5. 空家・空店舗対策、不動産活用に関する活動

6. 地域の防犯、防災、安全確保に関する活動

7. 環境保全、自然保護、鳥獣対策に関する活動（駆除、保護等）

8. 都市部等からの移住・交流促進に関する活動

9. 観光資源の企画・開発などに関する活動

10. 観光サービスに関する活動（観光案内、ガイド、相談等）

11. 観光・宿泊施設の運営に関する活動（運営・接客等）

12. 地域産品の生産・加工・開発などに関する活動

13. 地域産品の流通・販売・マーケティングなどに関する活動

14. 地域資源や地域づくりに関する調査・研究などの活動

15. 地域や地域産品の情報発信・ＰＲに関する活動

16. 農畜産業、林業、漁業への従事

17. 地域の伝統産業、技術伝承に関する活動

18. 医療、保健などに関する活動

19. 行政事務、財務・マネジメントなどに関する活動

20. イベントの企画・運営、集客などに関する活動

21. その他

H30調査（N=2085）

H29調査（N=1796）

複数回答
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４．地域おこし協力隊としての活動状況③【最も多くの時間を割いている活動】

○もっとも多くの時間を割いている活動の経年変化

•全体的な傾向に大きな変化はないが、「移住・交流促進」「観光サービス」「情報発信・PR」の割合が低下する
一方、「観光・宿泊施設運営」「農林漁業」などの割合が上昇しており、将来の起業等を見込んだ活動に重点が
置かれつつあることがうかがえる。

9%

1%

6%

5%

3%

0%

3%

4%

7%

5%

4%

8%

4%

1%

10%

12%

2%

0%

1%

7%

7%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14%

1. 地域コミュニティ活動（地域行事、集落活動支援、住民活動支援等）

2. 高齢者の生活支援、見守りなどに関する活動

3. 教育・学習支援に関する活動

4. 文化・スポーツ振興に関する活動

5. 空家・空店舗対策、不動産活用に関する活動

6. 地域の防犯、防災、安全確保に関する活動

7. 環境保全、自然保護、鳥獣対策に関する活動（駆除、保護等）

8. 都市部等からの移住・交流促進に関する活動

9. 観光資源の企画・開発などに関する活動

10. 観光サービスに関する活動（観光案内、ガイド、相談等）

11. 観光・宿泊施設の運営に関する活動（運営・接客等）

12. 地域産品の生産・加工・開発などに関する活動

13. 地域産品の流通・販売・マーケティングなどに関する活動

14. 地域資源や地域づくりに関する調査・研究などの活動

15. 地域や地域産品の情報発信・ＰＲに関する活動

16. 農畜産業、林業、漁業への従事

17. 地域の伝統産業、技術伝承に関する活動

18. 医療、保健などに関する活動

19. 行政事務、財務・マネジメントなどに関する活動

20. イベントの企画・運営、集客などに関する活動

21. その他

H30調査（N=2085）

H29調査（N=1778）

単回答
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60%

38%

15%

48%

22%

15%

3%

4%

5%

8%

46%

9%

4%

1.行政職員

2.地域住民

3.地域の企業、団体（商工会、農協漁協など）やその関係者

4.同じ市町村の地域おこし協力隊員

5.他の市町村の地域おこし協力隊員

6.地域おこし協力隊のＯＢ／ＯＧ

7.地域おこし協力隊サポートデスク

8.集落支援員

9.ＮＰＯなどの中間支援団体

10.外部の専門家、有識者

11.家族、友人

12.特に相談している人はいない

13.その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30調査（N=2085）

H29調査（N=1806）

４．地域おこし協力隊としての活動状況④【支援や連携の体制】

○活動内容の報告や共有等の方法（N=2085） ○日々の活動の相談相手（N=2085）

•「行政職員との定例会議」は６割が参加しており、頻度は「月1回以上」が7割以上を占める。
•一方で、「報告会やミーティングは実施してない」が2割近くみられる。
•相談相手は、前回調査と比較して家族、友人が割合を上げている一方で、行政職員が大きく割合を下
げている。

16%

21%

2%

58%

50%

15%

10%

12%

9%

5%

5%

14%

2%

1%

55%

8%

10%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.行政職員との定例会議（N=1287）

2.協力隊員同士のミーティング

（N=1055）

3.地域住民を集めて行う活動報告会

（N=435）

週に１回以上 月に１回 四半期に１回 半年に１回 年に１回 その他

○活動内容の報告や共有等の頻度（N=2085）

62%

51%

21%

17%

10%

1.行政職員との定例会議

2.協力隊員同士のミーティング

3.地域住民を集めて行う活動報告会

4.活動報告会やミーティングは実施していない

5.その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

複数回答

単回答

複数回答
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５．地域おこし協力隊としての活動状況⑤【雇用形態・活動費】

○自治体との雇用関係の有無

○活動費支出時の手続き（N=1796）

•「自治体との雇用契約あり」が8割超となっているが、その割合はやや低下している。
•自治体と雇用契約がない場合、その多くは「個人事業主」であり、前回調査と比べてその割合は高くなっている。

•活動費の支出は「個別承認型」が６割

○自治体以外との雇用関係の有無（相手先）

85%

82%

15%

18%

H29調査

（N=1800）

H30調査

（N=2085）

0% 50% 100%

1. 雇用関係がある 2. 雇用関係がない

21%

24%

63%

61%

4%

4%

8%

8%

4%

3%

H29調査（N=1796）

H30調査（N=2085）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.包括承認型（支出対象範囲をあらかじめ定め承認を得ていれば、都度の申請は必要ない）
2.個別承認型（支出が必要となった都度申請し、承認を得る必要がある）
3.受入自治体から活動費が支出されたこと（支援を受けたこと）はない
4.わからない
5.その他

5%

6%

2%

3%

6%

3%

72%

83%

15%

5%

H29調査

（N=255）

H30調査

（N=375）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.民間企業と雇用関係がある
2.ＮＰＯと雇用関係がある
3.観光協会や商工会などの団体と雇用関係がある
4.特定の組織との雇用関係はない（個人事業主）
5. その他

単回答 単回答

単回答
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５．地域おこし協力隊としての活動状況⑥【兼業・副業の実施状況】

○兼業・副業の有無

・兼業・副業経験がある隊員は約5割で、前回調査と比較して増加している。
・兼業・副業をする理由は、「任期終了後の起業・事業化に向けたステップとするため」が７割となっている。
・兼業・副業で１円以上の収入がある場合、その平均額は52万円、中央値は15万円となっている。

○兼業・副業をする理由

44%

48%

26%

25%

12%

14%

18%

12%

H29調査（N=1799）

H30調査（N=2085）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.兼業・副業をしている（していた） 2.兼業・副業をしたい

3.兼業・副業をしたいと思っているが、できない 4.兼業・副業をしたいとは思わない

71%

31%

57%

11%

1.  任期終了後の起業・事業化

に向けたステップとするため

2. 地域の企業・団体・住民など

から要請があったため

3. 生活費を補うため

4. その他

0% 20% 40% 60% 80%

H30調査（N=1540）

H29調査（N=1240）

○（兼業・副業による副収入がある場合の）収入額（年額）

9%

11%

18%

20%

35%

31%

25%

24%

10%

12%

2%

3%

H29調査（N=677）

H30調査（N=1008）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3万円未満 3万円以上10万円未満

10万円以上30万円未満 30万円以上100万円未満

100万円以上300万円未満 300万円以上

【 平均値（1円以上の収入があった隊員） 】：52万円
【 中央値（1円以上の収入があった隊員） 】：15万円

複数回答

単回答

単回答



12

５．地域おこし協力隊としての活動状況⑦【兼業・副業の制限、できない理由】

・兼業・副業ができない場合、その理由としては、「許可を得ることができない」が３割であるが、「その他」が４割以上
となっている。「その他」具体的内容としては、「時間がない」「地域に仕事がない」といった回答が多くみられた。

34%

33%

24%

23%

41%

44%

H29調査（N=206）

H30調査（N=287）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1. 制限されていて、許可を得ることができない

2. 制限はないが、何らかの理由で了承を得ることができない

3. その他

○（兼業・副業をしたいと思っているが、できない場合）兼業・副業ができない理由

＜その他の具体的内容で特に多かったもの＞
・時間がない
・地域に職（副業の雇用先）がない 等

単回答
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５．地域おこし協力隊としての活動状況⑧【隊員同士のネットワーク】

○同地域或いは他地域の協力隊員との情報交換や
連携強化、ネットワークづくりに最も効果的だったと思う
のはどのような取組ですか。（N=2085）

・協力隊員同士のネットワークづくりが有意義なものであるかについては、9割近くが有意義と認識している。
・隊員同士のネットワークづくりに最も効果的だったと思う取組としては、「交流会、勉強会への参加」が35％で
最も多く、次いで「研修会やセミナーへの参加」が27％となっている。

○同地域あるいは他地域の協力隊員との
ネットワークづくりは有意義なものであると思い
ますか。（N=2085）

そう思う

52%ややそう思

う

37%

そうは思わ

ない

11%
1.研修会やセミ

ナーへの参加

27%

2.交流会、勉

強会への参加

35%

3.活動事例集

や関連文献・

書籍

2%

4.ＰＲイベン

ト、商談会、販

売会などへの参

加

5%

5.ＳＮＳグ

ループなどへの

参加

6%

6.その他

8%

7.情報交換や

連携強化、ネッ

トワークづくりは

していない

17%

単回答単回答
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項目（期待や満足の視点）

平成25年調査
（N=412）

平成26年調査
（N=600）

平成27年調査
（N=891）

平成28年調査
（N=1360）

平成29年調査
（N=1797）

平成30年調査
（N=2085）

期待度 満足度 期待度 満足度 期待度 満足度 期待度 満足度 期待度 満足度 期待度 満足度

（１）活動を通じて、自己実現を感じられること 4.1 3.3 4.0 3.3 4.0 3.2 4.0 3.3 4.0 3.4 4.1 3.4

（２）活動そのものがおもしろいこと 4.1 3.7 4.1 3.7 4.1 3.6 4.1 3.6 4.1 3.7 4.2 3.7

（３）地域（住民や自治体など）から自分の活
動や働きが認められ、評価されること 3.1 3.4 3.1 3.3 3.1 3.3 3.2 3.3 3.1 3.3 3.4 3.4

（４）地域の広報誌やマス媒体などで取り上げら
れたり、注目されたりすること 2.3 3.4 2.2 3.3 2.3 3.3 2.3 3.3 2.2 3.3 2.4 3.3

（５）地域（住民や自治体など）から受け入れら
れ、良好な人間関係を築けること 3.7 3.9 3.7 3.8 3.6 3.7 3.7 3.8 3.5 3.8 3.9 3.8

（６）地域に心を開ける友達がいること、できること 3.1 3.5 3.1 3.4 3.1 3.4 3.1 3.4 3.1 3.4 3.4 3.5

（７）報酬や活動費などにより、生活に困らないこ
と 3.0 3.1 2.9 3.1 2.9 3.0 2.9 3.0 2.9 3.0 3.0 3.0

（８）不満や不便を感じない住居に住めること 2.8 3.5 2.8 3.5 2.9 3.5 3.0 3.5 2.9 3.4 3.0 3.4

（９）地域（住民、自治体、NPO法人など）が
活動をバックアップしてくれること 3.4 3.3 3.4 3.3 3.4 3.1 3.4 3.2 3.3 3.2 3.4 3.2

（１０）活動を通じて、任期終了後の生活がイ
メージできるようになること 3.6 3.1 3.6 3.0 3.6 3.0 3.7 3.0 3.6 3.0 3.8 3.0

総合評価 3.4 3.3 3.3 3.3 3.5 3.5

６．地域おこし協力隊としての活動への評価（期待度・満足度）

①事前の「期待度」
５：とても期待していた

４：やや期待していた
３：どちらともいえない

２：あまり期待していなかった
１：全く期待していなかった

高

い

低

い

②現在の「満足度」

５：とても満足
４：やや満足

３：どちらともいえない
２：やや不満

１：とても不満

高

い

低

い

※各設問の回答を上記により点数化し、平均点を算出

期待度＞満足度 （差が0.5ポイント以上）

期待度＜満足度 （差が0.5ポイント以上）

・今回調査と前回調査とを比
較すると、期待度は全ての項目
で上昇しているが、満足度は大
きな変化は見られない。
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69%

73%

42%

73%

72%

58%

45%

71%

63%

49%

69%

34%

0% 20% 40% 60% 80%

1. 地域の住民とのコミュニケーション、相互理解

2. 行政職員とのコミュニケーション、相互理解

3. 同地域内の他の協力隊員とのコミュニケーション、相互理解

4. 活動に係る技術・知識の習得

5. 情報発信の充実

6. 活動量、作業量の軽減、効率化

7. 他地域の協力隊員とのコミュニケーション、連携

8. 活動目的、活動内容の具体化、明確化

9. 地域の資源、特徴、文化風習等の理解・習得

10. 住宅など生活環境の充実

11. 活動資金の確保

12. 相談窓口の充実

平成30年調査

平成29年調査

７．今後の活動に向けての課題

•「課題」とする隊員が７割以上に上る項目が多数あり、活動における課題は多岐にわたることがうかがえる。
•「行政とのコミュニケーション、相互理解」は、前回調査と比較して5ポイント近く上昇している。

「大いに課題である」
「やや課題である」
の合計

複数回答
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８．任期終了後の意向

○定住意向

○（定住予定の場合の）仕事の意向

•定住予定の割合は昨年度同様5割強であった。

•起業意向は昨年度と同様約５割となっている。
•新規就農意向は、昨年調査よりも減少している。

46%

50%

52%

56%

54%

13%

14%

14%

12%

13%

41%

36%

34%

32%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26調査（N=591）

H27調査（N=911）

H28調査（N=1376）

H29調査（N=1801）

H30調査（N=2085）

定住する予定である 定住する予定はない 現時点ではわからない

17%

16%

15%

19%

11%

51%

49%

56%

50%

51%

11%

15%

13%

16%

11%

9%

10%

8%

7%

6% 13%

1%

1%

1%

1%

0%

12%

9%

7%

7%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26調査（N=269）

H27調査（N=452）

H28調査（N=709）

H29調査（N=1006）

H30調査（N=1116）

1.新規就農したい 2.起業（継業を含む）したい

3.民間の企業・団体等に就職したい 4.行政、公的機関に就職したい

5.現時点では決めていない 6.仕事をするつもりはない

※「現時点では決めていない」は今回調査から追加された選択肢

単回答

単回答
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９．任期終了後の定住に当たっての仕事の意向①

○起業、就業する場合の事業分野の希望

39%

34%

18%

36%

39%

36%

27%

3%

5%

22%

20%

24%

13%

13%

35%

26%

17%

9%

2%

30%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1. 飲食業

2. 飲食料品を中心とした生産・加工・販売

3. 飲食料品以外（工芸品等）を中心とした生産・加工・販売

4. 宿泊業（旅館、民宿、ゲストハウス等）

5. 観光ツアー企画・実施、観光ガイド等

6. まちづくり等のコンサルタント、プロデューサー、コーディネーター

7. アーティスト、デザイナー等の芸術、創作活動

8. 介護、福祉

9. 理美容、マッサージ等の生活関連サービス業

10.その他

起業意向者（N=566）

就職意向者（N=128）

•定住を予定する者でのうち、起業意向者では、多様な事業分野を想定していることがうかがえる。
•一方、就業意向者では、３割を超えるのは「観光ツアー企画・実施、観光ガイド」のみとなっている。

複数回答
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９．任期終了後の定住に当たっての仕事の意向②

○起業意向者の事業分野の経年変化

•「1.飲食業」や「5.観光ツアー企画・実施、観光ガイド等」など4割程度の分野が複数あることから、複数
の事業分野を検討している隊員が多いことがうかがえる。
•起業意向者の事業分野の希望を昨年度調査と比較すると、「5.観光ツアー企画・実施、観光ガイド等」
の割合が大きく上昇している。

39%

34%

18%

36%

39%

36%

27%

3%

5%

22%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1. 飲食業

2. 飲食料品を中心とした生産・加工・販売

3. 飲食料品以外（工芸品等）を中心とした生産・加工・販売

4. 宿泊業（旅館、民宿、ゲストハウス等）

5. 観光ツアー企画・実施、観光ガイド等

6. まちづくり等のコンサルタント、プロデューサー、コーディネーター

7. アーティスト、デザイナー等の芸術、創作活動

8. 介護、福祉

9. 理美容、マッサージ等の生活関連サービス業

10.その他

H30調査（N=566）

H29調査（N=573）

複数回答
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10．起業に当たっての課題

○（起業したい場合の）課題・悩み

•起業にあたっては、「資金面に不安」が8割にのぼる。
•起業に当たっての相談相手は、「行政職員」が6割で最も多く、次いで「家族、友人」が約５割となっている。

○（起業したい場合の）相談相手（N=566）

54%

80%

37%

23%

9%

10%

1.起業や経営などに関しての知識やノウハ

ウが無い

2.初期投資や収入など資金面に不安が

ある

3.日々の活動に追われ、起業するための

準備期間が無い

4.拠点となる場所が見つからない

5.自治体や地域からの応援や協力が得ら

れそうにない

6.その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30調査（N=566）

H29調査（N=653）

H28調査（N=355）

H27調査（N=208）

H26調査（N=121）

61%

45%

26%

28%

12%

13%

1%

2%

5%

16%

52%

9%

2%

1.行政職員

2.地域住民

3.地域の企業、団体（商工会、農協漁協など）や

その関係者

4.同じ市町村の地域おこし協力隊員

5.他の市町村の地域おこし協力隊員

6.地域おこし協力隊のＯＢ／ＯＧ

7.地域おこし協力隊サポートデスク

8.集落支援員

9.ＮＰＯなどの中間支援団体

10.外部の専門家、有識者

11.家族、友人

12.特に相談している人はいない

13.その他

0% 50% 100%

H30調査（N=566）

H29調査（N=665）

※7～9は今回調査から追加された選択肢

複数回答

複数回答
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11．研修の受講経験と受講希望

•起業・事業化に関する研修は、ノウハウ習得、ビジネスプラン作成、ビジネスプラン具体化の各研修とも
4割程度の受講希望がみられている。一方で、受講経験は5～15％にとどまっている。

56%

30%

31%

9%

15%

5%

4%

10%

26%

29%

38%

35%

39%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.初任者向けの研修

2.ステップアップ研修（一定期間活動後における活動の振返り、知

識や実務能力の向上等）

3.起業・事業化に関する基礎的な研修（心構え、ビジネスモデル

検討、起業事例等）

4.起業・事業化に向けたノウハウ習得に関する研修（会計知識、

損益計算等）

5.起業・事業化に向けたビジネスプラン作成に関する研修（事業

計画書作成等）

6.起業・事業化に向けたビジネスプランの具体化に関する研修

（専門家による少人数指導等）

7.その他

これまでの受講経験

これからの受講希望

複数回答
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12．協力隊アンケート調査の総括

◆地域おこし協力隊になる理由

⚫ 「地域の役に立ちたい」、「自分の経験を活かしたい」、「面白い活動をしたい」といった理由が多いが、最近は「定住の準
備」「地域とのつながりがあった」といった理由も増えてきている。

◆募集情報の入手

⚫入手先としては、自治体やJOINのホームページの割合が高いが、口コミやフェア・イベントの割合が上昇してきている。

◆雇用形態

⚫約8割が自治体と雇用契約を結んでいるが、前回調査と比べてその割合はやや低下している。一方で、個人事業主の割
合が上昇している。

◆活動内容

⚫取り組んでいる活動としては、「地域コミュニティ活動」、「イベント」 「情報発信・PR」が特に多い。

⚫ 「農畜産業、林業、漁業」は、取り組んでいる隊員の割合は低いが、専業的に取り組む隊員が多いことがうかがえる。

⚫最も多くの時間を割いている活動の経年変化をみると、全体的な傾向に大きな変化はないものの、「移住・交流促進」「観
光サービス」「情報発信・PR」の割合が低下する一方、「観光・宿泊施設運営」「農林漁業」などの割合が上昇しており、
事業化を見込んだ活動に重点が置かれつつあることがうかがえる。

⚫兼業・副業経験者は約半数に上り、その理由としては、任期後に向けたステップアップのためとする割合が最も高い。

◆隊員同士のネットワークづくり

⚫約9割が、隊員同士のネットワークづくりは有意義だと思っている。

◆活動の評価（期待と満足）

⚫自己実現、面白さは、期待ほどの満足は得られていない。一方で、生活環境、注目度は、期待以上の満足を得ている。

⚫前回調査と比較して、期待度はすべての項目で上昇しているが、満足度に大きな変化はない

◆活動の課題

⚫課題は多岐にわたっている。その中で、「行政職員とのコミュニケーション、共通理解」は、前回調査よりも課題とする隊員の
割合が最も上昇している。

募
集
・
採
用
・
雇
用

活
動
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12．協力隊アンケート調査の総括

任
期
終
了
後
の
定
住
・
仕
事

◆仕事の意向

⚫定住予定者のうち起業意向は約５割、就職希望が約2割だが、「未定」も1割以上みられる。

⚫仕事の希望は、起業意向者は飲食、販売、観光など多岐にわたるが、就職希望の場合観光系の割合が高い。

◆起業にあたっての課題

⚫起業意向を持っている隊員の８割が、資金面の不安を有している。

⚫起業・事業化に関する研修は、ノウハウ習得、ビジネスプラン作成、ビジネスプラン具体化といった各段階とも、4割程度の
受講ニーズがある。
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13．今後の地域おこし協力隊の活動充実に向けた提言

【隊員の意識・志向の変化】

⚫ 任期終了後の起業・事業化をより意識した活動へ

⚫ 定住に向けた準備を理由とする隊員、個人事業主の割合が上昇

⚫ 宿泊施設運営や農林漁業に多くの時間を割く隊員の割合が上昇

⚫ 起業・事業化に関する研修受講ニーズ

⚫ 行政との相互理解の希薄化

⚫ 行政職員への相談割合の低下

⚫ 行政職員とのコミュニケーション・相互理解を課題とする隊員の割合の上昇

⚫ 地域おこし協力隊員自身の隊員としての活動に対する期待の高まり

⚫ 隊員着任前の（隊員としての活動に対して）期待度のみが上昇（満足度はあまり変化していない）

⚫ 隊員同士のネットワークを「有意義」と思う隊員が9割

⚫着任前後の理想と現実のギャップ・ミスマッチ等をできる限り避けるため、隊員の自立性、活動意向を尊重しつつ、期待するミッ
ションや役割についての共通理解、任期終了後の姿の具体的目標の共有など、行政と隊員とのコミュニケーションのさらなる強
化が必要（例：ミーティング、隊員マネジメント方法等の事例やガイドライン等の作成・提示等）

⚫行政職員以外の人材の効果的な活用策についても検討が必要。特に、他地域の隊員や隊員OB・OGなどとのネットワークの
充実・活用について具体的な方策や体制の確立が必要（例：隊員ネットワークの形成）

⚫円滑な定住につなげるため、就職、継業も含めた、多様な選択肢の提示、キャリアマネジメント等の支援の充実が必要（例：
各種研修の拡充）

⚫任期終了後の起業・事業化をより意識する傾向になってきている中で、隊員の起業・事業化に向けた各種課題や不安に対応
した、多様な研修の実施が必要（例：段階別、事業分野別の起業・事業化研修、実践的研修等の企画・実施）

今後に向けた提言

今回の調査結果を踏まえた、現状・課題の整理
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‐地域おこし協力隊の現状と課題‐

~H30年度 JOIN地域おこし協力隊アンケート集計結果の概要

（平成30年度 地域おこし協力隊に関する調査 調査研究報告書概要版）

平成31年2月

一般社団法人 移住・交流推進機構

＜調査実施機関＞

株式会社価値総合研究所

東京都千代田区大手町１丁目９番２号

大手町フィナンシャルシティ グランキューブ15階

⚫日々の相談相手として、他の協力隊員、OB・OGの割合が前年度と比較して高くなっていることから、相談体制のさらなる充実
のためにも、隊員間のネットワークづくりを支援する。

⚫一方で行政職員へ相談する隊員の割合が低下している。隊員の受入体制の充実化を図るため、行政職員に対する研修会を
実施する。

⚫起業・事業化に関する研修は、ノウハウ習得、ビジネスプラン作成、ビジネスプラン具体化といった各段階とも、４割程度の受講
ニーズがある。JOINでは今年度、会計知識や損益計算等の基礎知識習得、事業計画書の読解・作成、専門家による少人
数指導など、習熟度に応じた3段階の研修を実施した。隊員の受講ニーズを充足させるためにも、引き続き研修会を開催する。

JOINの今後の支援策


